
○斜里町補助金等交付規則

昭和４９年４月２５日

規則第２号

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、法令、条例に特別の定めのあるものを除くほか、補助金等の交付の申請、

決定等に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において「補助金等」とは、町が町以外の者に対して交付する次に掲げるもの

をいう。

（１） 補助金

（２） 助成金

２ この規則において「補助事業等」とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。

３ この規則において「補助事業者等」とは、補助事業等を行う者をいう。

第２章 補助金等の交付の申請等

（補助金等の交付の決定）

第３条 補助金等の交付の申請をしようとする者は、町長に対し、補助金等交付申請書をその定

める期日までに提出しなければならない。

２ 前項の申請書には、町長の定める書類を添付しなければならない。

（補助金の交付決定）

第４条 町長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、当該申請の内容を調査し、補助金等を交付すべきものと認め

たときは、速やかに補助金等の交付の決定をするものとする。

２ 町長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の

申請に係る事項につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができる。

（補助金等の交付条件）

第５条 町長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定める補助金等の

交付の目的を達成するため必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。

（１） 補助事業等に要する経費の配分の変更をする場合においては、町長の承認を受けるこ

と。

（２） 補助事業等の内容の変更をする場合においては、町長の承認を受けること。



（３） 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、町長の承認を受けること。

（４） 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場

合においては、速やかに町長に報告してその指示を受けること。

２ 町長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認められる場合

においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金等の全部

又は一部に相当する金額を町に納付すべき旨の条件を附することができる。

３ 前２項に定めるもののほか、町長は、法令及び予算で定める補助金等の交付の目的を達成す

るため必要な条件を付することができる。

（決定の通知）

第６条 町長は、補助金等の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件

を付した場合にはその条件を当該補助金等の交付の申請をした者に通知するものとする。

（申請の取下げ）

第７条 補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該

通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、当該通

知を受理した日から１０日以内に申請の取下げをすることができる。

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定はな

かったものとみなす。

（事情変更による決定の取消し等）

第８条 町長は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の

必要が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の

内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業等のうちすでに経

過した期間に係る部分については、この限りでない。

２ 町長が前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことができる場合は、次に掲げる

場合に限るものとする。

（１） 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により、補助事業等の全部

又は一部を継続する必要がなくなった場合

（２） 補助事業者等が、補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手段を使用すること

ができないこと、補助事業等に要する経費のうち補助金等によってまかなわれる部分以外の

部分を負担することができないことその他の理由により補助事業等を遂行することができな

い場合

３ 第６条の規定は、第１項の規定による取消し、又は変更をした場合について準用する。



（補助金の交付）

第９条 補助金は、第１５条の規定による補助金等の額の確定後において交付するものとする。

ただし、町長は補助事業等の遂行上必要があると認めたときは、概算払をすることができる。

２ 補助事業者等は、補助金等の概算払を受けようとするときは、補助金等概算払申請書を町長

に提出しなければならない。

３ 町長は、前項の申請に基づき概算払をすることを決定したときは、当該補助事業者等に対し、

その旨を通知するものとする。

第３章 補助事業等の遂行等

（補助事業の遂行）

第１０条 補助事業者等は、法令、条例の定め並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に基づく町長の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業等を行わなければ

ならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用をしてはならない。

（状況報告等）

第１１条 町長は、補助事業等の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときは、補助事

業者等に対して当該補助事業等の遂行の状況に関し、報告を求め、又は当該職員に調査をさせ

ることができる。

（補助事業等の遂行等の命令）

第１２条 町長は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等が補助金等の交

付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対

し、これらに従って当該補助事業等を遂行すべきことを命ずることができる。

２ 町長は、補助事業者等が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該補助事業等の遂

行を一時停止し、並びに当該補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させる

ための措置を町長の指定する期日までにとるべきことを命ずるものとする。

３ 町長は、前項の命令をする場合においては、補助事業者等が町長の指定する期日までに補助

金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置をとらないときは、第

１７条第１項の規定により当該補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消す旨を、明らか

にするものとする。

（工事完成届等）

第１３条 補助事業者等は、補助事業等に係る建設工事が完成したときは、速やかに事業完成届

を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による事業完成届を受理したときは、当該職員をして当該事業につき検



査させるものとする。ただし、町長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。

（実績報告）

第１４条 補助事業者等は、補助事業等が完了したときは、速やかに補助事業等実績報告書に町

長の定める書類を添えて町長に提出しなければならない。補助金等の交付の決定に係る町の会

計年度が終了した場合も、また同様とする。

（補助金等の額の確定）

第１５条 町長は、前条の補助事業等実績報告書の提出を受けた場合においては、当該報告書等

の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成果が補

助金等の交付の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合する

と認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。

（是正のための措置）

第１６条 町長は、第１４条の補助事業等実績報告書の提出を受けた場合において、その報告に

係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認

めるときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助

事業者等に対し命ずることができる。

第４章 補助金等の返還等

（決定の取消し）

第１７条 町長は、補助事業者等が補助金等を他の用途に使用し、その他補助事業等に関して補

助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこれに基づく町長の処分に違

反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適

用があるものとする。

３ 第６条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。

（補助金等の返還）

第１８条 町長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消し

に係る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ず

るものとする。

２ 町長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、すでにその額を

超える補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。

（違約加算金及び違約延滞金）

第１９条 補助事業者等は、第１７条第１項の規定による処分に関し、補助金等の返還を命ぜら



れたときは、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金

等の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）に

つき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金を町に納付しなければならない。

２ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけ

るその後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割

合で計算した違約延滞金を町に納付しなければならない。

（他の補助金等の一時停止等）

第２０条 町長は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等、違約加算金又は

違約延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業

について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は

当該補助金等と未納付額とを相殺することができる。

第５章 雑則

（帳簿及び書類の備付）

第２１条 補助事業者等は、当該補助事業等に関する帳簿及び書類を備え、これを整理しておか

ねばならない。

２ 前項の帳簿及び書類は、当該補助事業等の完了の日の属する年度の翌年度から３年間保存し

なければならない。

（申請書等の様式）

第２２条 この規則に定める申請書等の様式は、別に定める。

附 則

この規則は、昭和４９年５月１日から施行する。ただし、この規則の施行前に交付の決定がさ

れた補助金等に関しては、第２章の規定は適用しない。


